
４０関連教育病院について（第１次報告）（Ⅱ諦Ⅱ､18年３月1011）

文部大ｌｌＩＩｉＬ野絨光殿

関連教行病院調従研究会座及懸田克躬

本調壷研究会は．関連教育病院のあり方の一部について昭和47年７)i27日に中間報(I;を行なった

が、その後，中１１１１報告に対する各方面の意見を参酌し，また．luiI生f了に慨かれた教育ｲiii院群制度検

討打合せ会の検討状況をふまえてさらに検討をhllえた結果，このたび、祈設医科大学（涙学部）に

おける11M述教行ｲ,ij院の卒前教育にかかる部分について結績を得たので，ここに報告する。

なお，残余の１３１１週（既設医「1大学（灰学部）における関連教育病院のあり方．卒後教fj:にかかる

部分等）については，昭和48年艇に引彗続芭険討する)Ｚ定である。

まえがき

近年の臨床[菟学の急速な発達，」"門分化に伴い充実した臨床医学教７７を行なうためには、大学附

lﾘ;病院のほかに，大学と連携協ノルて卒前，卒後にｵjける臨床教f｢にあたる病院（以ＦｒｉＲ１連教育

病院」という。）を設け，その活川を凶ることが必蝿である。

関連教育病院としては，(1)総合病院と連携する期合と、(2)一般病院についてその中で特色のある

少数の診療科，または，特殊卿!】病院と連雛する場合とが考えらｉしる。これらの閲迎教育病院にお

いて行なわれる臨床教育１こついては，総合病院の場合では、豊富な症例に接することにより臨床経

験の鱈が広くなること，および，とくに卒前教行では．現在よりざ,〕に少人故のグループ編成によ

る臨床教7ifがmJ能とぷり，大学iWI1i病院における臨床教育とあいまって，密度の濃い微底した臨床

教育を行なうことができることなどの徴育効班が朋待きれる。また，特殊山:門病院または一般病院

における特色のある科の場合に1k．大学附屈病院の限ら』した病床では時には欠けるような症例また

は長期間の観察を必要とするよう旅症例に接することができ，臨床綴験をより深くして医学教育の

典髄に一段と迫ることがでぎるであろう。

また，ｌＨ１迎牧fjr病院Ｉよ’iiJi1niの水ｉｌ１４をもったりIijlMiとして地域の厩jjI(に従iIFする[Iiで1』１１塗と教f了機

能を果すもので`(うり，そのことにより病院自体の瀧14も期待され，また、このようなＩｒ１ｉ艇の水準を

（iし。教行機能をもった病院が升地域に存在することにより，地域膝旅のいっそうの向上も望まれ

るものである。

すでに，側迎教育病院についての基本的な間Mn'よ，昭和44年に、文部有に置かれた大学病院の基

本問題に|DMするiMff研究会のrIlJllll報告」で提起さ』L，また，その他の諸々の場に｣jいて検討ざｵＬ

てきたが，これを実施に移すための具体策の検i付Ｉよいまだ尽くさ｣Lていないうらみがあった。

その後どうけて，本調査研究会は，昨年５月に発足し，関連教fr病院の具体化に１%ける緒問題を

険罰してきたが、この関連教育病院は，新しい医学敦育の一環として祈設の医科大学（医学部）で

先ず行なわれることを考慮し、大学新設の場合のIHI迎教育病院について先ず検討した次第である。

既設辰科大学（医学部）における関連教育病院については，新設薩科大学（医学部）の場合と若

干異なったjm1ilを行なうこともあると思われるので、引き続邑な｣j検小ける予定である。また，関

述教育病院の』け機能は．卒後叙fjfに相当rli点があるが，この点(よ別途検討することとし，とりあ

えず，卒前戟汀に焦点をしぼって検討した。

なお，この１１４１迎教育病院を育成するためにはIMI係各方面のじゅうぶんな理解と協力とが不可欠と

巷えうれるので，強くそれを期待する。

１関連数fｱﾘ,;j院における不Iili牧行の'４１容および笈施方法

卒前の臨ｊ１５喪押のうち、ノMiIWに行なわ』Lるj`'1腿的な部分は従J1<どおり大学で行ない，｜Ⅲ連教育

病院で1k，その後の実習の一部について大学に協力することと＋くぎである。その際，ⅡU連敦育

病院にゆだ！Ｊ得る臨床実習のＷよ’当該関連数行病院の整備状況淳'二応じて決めることになろう

が．当面は．雌も多い場合であっても総実習時１１１１のおよそ３分の1穏度を膜度として．大学と病
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碇が協搬の上，決定すべきである。その際，１１M連教育病院で行なわれる教育内群(よ，大学ではじ

ゅうぶんE(よ行ない得ないたぐいの教育を含むことが望ましい。

また、教ffについてのＭｉ終的な111圧は大'１tが持つが，病ﾙﾋﾞにｒjける実縛学21Ｉ故、笈習時間，窕

習内容、尖習方法その他巡憐上の謡問題については、大学と|仏|巡教汀病院の両譜の代炎から成る

協議機ＩＭＩを設けて協議し，決定することとすべきである。その決定に基づいて『:洗われる実際の

教育にあたっては，大学と病院当局および振諏医膿々人が，認識的に緊密な連絡をとり，学生に
適定な指専が行なわれる必哩がある。

なお，ＩＨＩ巡教fjf病院において学生がｉｕ階する実習の成敬評(|iiiは，大学が，１H1迎救行病院との協

議に蕪づど，学生の実習状況を把握するとともに，病院が行ﾉiPった評価を参考にして，行なうも
のとする。

２関連数行病院の具儲条(!'：

一般的には，診療機関として高度の水ilI1をもった病院がその濃まで関連教f7病院に/、得るよ

うになっていることが望ましいが，現状においては一定の盤(１１を役け，瀞交し，あるいは整備を

図る`必蝿がある。

関迎教行病院として(よ，大別して２諏の白の（総合病院とiili々の特殊専門病院鰊）が塔えられ

るが．大学は、－設的には．鑓合病院を主たるDM連教育病院としてもった上で，その他必要に応

じて他の側連教育病院をもてIﾋﾟよいと考えられる。とくに，大学附１，１病院と－((i［となって医学部
の談Iifi群ff基準をみたすような場合の、IRI辿数fY痢院は，総合摘院に限るべきであり，そのよう

な総合ｿ,嗽|塊に必要な具Ni条件をあげれば、次のとおりである。

なお，その他の一般病院における特色のある診療科および特殊'ﾉﾄﾞ１１']病院と迎携する場合の具備条

件については、今後あらためて検討する了定である。

（１）実ｌｌＨｉ(年間平均稼動)一般病床数300床以上を有し、かつ，猫床記分が教育上適正であること。
（２）内F:}，外科，小児科，艦婦人科，眼科、耳風咽喉科、皮１１１７F:}，泌尿器科，雛形外科，精神科，

放射線ﾄﾞ１，および麻酔ﾄﾞ｝（部門）を圃酋，かつ救急部門をliftいていること。

（３）中央化された合理的な検寵診療施設をイル，それぞ』Lの施設に指導医が紐か』し，かつ．商
度の診縦に必要な設備および人員を有すること。

（４）指導随としての適格性をｒＬ，かつ，卒iii医学教育に熱意をｲＩする医師が上紀中央的な検逓
診派施投にHfかｵしるもののI長か，各科少くとも２人以上jjI)，内科および外科では、専門領域

についてのＪｆ虚がなされていて，教育にふさルルい体Ｉｉﾘが盤っていること。

（５）診；MHおよび教育に必哩な適正数の行護奨11を有していること。

（６）教ffおよび研究に必蝿なＷ:門爾害およびM僧,l腺を有し，かつ．毎年じゅうぶん/r例fl雛を計上

すること。また，病歴等の管料の管理が適切に行裁われていること。また。学術Iiij報を交換し

得る体制が護っていること。

（７）学生捲室、FZhlf室．諸会凝室(カンフフルンスルーム等)，研究施設等教育研究jijの施設設備

をT丁すること。なお，イiii寵報の面績{よ，’１１M床靴fjrをじゅうぷんに行なうにたるだけの咳さを(ｊ
するものであること。

（８）病理医をおいており、臨床医と緊密Jbr迎挑を保ちながらＷ(極的に医療に参ノル、症例検討会
などを行なって，常に診療の水準を高める態鍔にあること。

（９）研究態鍔が獲っており、綱院内において研究会が随待開かｲL，かつ．研究撞紙の発表が行な

わ』していること。なお↑liF年必要な研究Z唾,汁上すること。

(１０）述)蝿する大学との1111の距離は,教育に文l1litのない範[ljl内にあること。

３関連数fY病院の毒ffおよび14体的祓運搬

大学剛hjj病院と一体となって医学部の談if瀞琵蝶準をみた-ｹｋうな場合の|則迎裟汀病院につい

ては，各大学がその候繍を選定し，関連教fjf病院の具備条件にlllIした資料のほか、大学と関連数
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行病院の間で取り交した述挑にＩＨＩする取り決めﾘ｢Jri（協定,』P）をそえて、文部行に｢'１論し、文部

省に{趾かjLている鄭１１１機側が適当と認めた場合に爽際の連携を行なうこととすべきである。

側迎教育病院として発足した後も，文部省１k，ＬＷﾘ機１%}をして当該病院の活勅状況の調査を行

ない，または必要な報告笹求め，その結果によって１k，さらにその病院の充笈を図るよう指導す

べきである。

↓川辿微行病院の指琢K

lM1巡教行病院は，一定の』蝉11によ'〕そのYf猯を脇y)I>・!した優秀な指導賎を擁していなければな

らない。また，卒前の臨床数fjrをになう指導医の役1Nをq勝瞳して、これにふきわしい適当な称号．

名称等を考慮するとともに，指導医が大学内においても救育研究にたずさわることができるよう

配慮-rろ必要がある。皇左．側遮教育病院の指導厩については，科学研究ilYMi幼金の申請ができ

るよう考慮すべきであろう。

併科の主たる指導医は、１｣i(''1｣として、医師免許取得後鑓備された病院における10年以上の臨床

総駄をイルかつ，相応の研究堆紬があり，教汀上の能力があると認められる荷である必要がある。

’１M述牧が病院で行な｣)ｊしる率iii牧育においては，ﾆﾙLらの指導医と研修暖を含む-皆い医師llliそ

の他の１１M係職員が一体となって学生の指導にあたることが望ましい。

５維費の負担および助成

ini度の水準をもった病院がそのままで関連教育摘院になれるようになっていることが望ましい

が、現状では多くの場合，相当整備を回る必要がある。また，関連教育病院として活動する'二あ

たっては，毎年教育のためにZ1filIiする経費が必要となる。

これらの経謎の負担は，教７７と診療および卒iii紋Yrと卒後教育の両fiのLil11区分を考慮し，大

’鷲は，lIij院の協力に対し(１１応の締Y1fを支払う必が`(うる゜また，関連教YiYfW腕の水ｊＩＩＬを維持向上す

るため，国はその整備について必愛な助成を行/rうべきである。この場合、ｌﾘｨkfTで検討してい

る教育痛院群としての雛Ｉ１１ｉとの関連に考慮を払う必喚がある。

なお，病院の設置巷Iこおいても，関連教育病院と厳ること'よ、地域医縦の向上等に資すること

を考慮して，当該病院の診療機能の向上のため特段の子涼措置を識ずることが期待される。

(備勧

輔一次報告に関する了解1Ipri

lllU述孜ff病院の奥州i条件郡について

（１）．}：たる関連教育病院の激について

主たる関連教育病院は一つであることが望ましい。なお、主たるもの以外については，複数

の場合が多いであろう。

（２）閲述教育病院の段HPtfflこついて

ＩＨＩ述教育病院の識|趾簡{上，国や地方公共間仲;ﾆ限ることなく，具俄条件をみたすものであれ

Ijf，設悩者の形態をlIUj1)祓い。

（３）必醗病床数について

病床回犠率を考慮に人』Lるものとする。

（｡I）必典診療科について

必ずしも全科について辿携しない場合でも､本文に掲げる全科がそろっている必要がある。

（５）１１１央的な検査，診療施投等の具備1こついて

段ＩｉＩｌ[よ，『大学病院のj没Mli標準」（昭和41年３）1，文部省大学学術局大学病院設備標準の検討

にⅢける会議作成）に渦,llIiのものに準ずるものとする。

（６）Ⅱ蒋医の数等について

ｲﾄi靭医は各科２人以上としているが、全|型､vに[ﾀﾐHlliの枚が不足していて２人以上の指導|斑を

求め雌いような診療f:}については，１人が主たる'１１導医のyli格要件を潤しておれば，その他の
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１人以上I士かなり砦い医師か又は非常勤医師（人故は効扮時1111により換諏）でも止むを得ない。

左ｵ』．ｉ:たる潅導歴の資格要件は．本文記砿のとおりであるが，その鱒ＩＪＩ:をみたす荷が得ら

』し救い娚合1k，それぞjLの専門領域により若干異なるが，原則として，７年以上の臨床経験を

イjする背であれば、その賛に対する非常勤の指導者がいることを条件に繩ぬる。

（７）、灘嬰口敬について

、懇錘1故は．特頚后護が行なえる体制にあり，かつ、執行Mi肋qlHiuを加えたものとし．そ

の｢iiijiiを合わせた飲が，およそ病床数のl/2程度であること“i途とする。

（８）Ｎｉｌ｢および同71ﾄﾋﾞ１tについて

NUWiIt，鰄年雑誌10()極繭程度と専門図普を|:H当穐度lMIi人-'一る総(１tを111．上するものとする。

（９）lIij理解剖等について

ｊＩｉｉｌＩ１ｌ透Ｉｌ:Ｉｌｉ征であることが望ましいが，場合によっては，Ｊ１:１lIijﾘﾉで６澱し･史えない。

ヅIiijHi解剖について'よ、原!'ﾘとして，病院全体として‘)年Illlllll炊例が5()体以１２で，かつ、剖検

縦が30％以上であることが咄ましい。

（Ⅲ）１０｢光ＭＩＩについて

研究('<'よ，凶立入学病院教官の場合を謬靜にし，必哩な研究がrjなえるだけの締Z1iを計上す

るものとする。

（IDjUj拙寸-るﾉ〔学との距離について

大学とのlllIを１時間以内に移動できる距離にあるものとする。

（１２）そのIL

IlMi条件の瀞jtfにあたっては.疾病別，症度別等の魁者統;１．を瀞雌に人』しろものとする。

２１M1逃散行病院の審査および具体的な連携について

（１）大学鮒Iui病院と一体となって医学部の設置祷髭蝉製をみたすような場合の関連教育病院の適

否について審議する文部省の専門機関は,､大学設殴審議会を指す。

（２）大学と関連教育病院の連携関係はみだりに解消すべきでないが、大学またはＩＨＩ連教育病院側

のりjlfiによ『)どうしても連携を取り止めざるを得ない場合は，こ』Lに代る措liHを誠ずる必要が

ある。

４１教育病院群制度について（昭和48年３月26日）

Ｍｋ大臣辮藤邦吉殿

教育病院群制度検討打合会座及赤‘一郎

本倹!；､I会は，牧育病院群制度について昭和47年５月以来検討を'1ｔいてきたが，ここに成案をi\た

ので報〈!jする。

群I脳は，紋ﾃﾞｱ病|流群制度による卒後教育，生涯教育および卒iiii牧ｆ７にルたお臨床紋行の改善充兆

と地域隆掠の向上という二つの観点に立ってすすめてきたが、準liii紋ｱﾄﾞにUllして1よょる３１｣1()日発

炎さｵした'蝿111数行病院調櫛研究会の第一次報告にも十分耐虚したところである。

／kil1i牧汀のあり方等今後の検討に委ねた点もあるが，本ｆ}鋳の｣`鰯Iをふまえながら，さらにlL仲

的な横肘が行なわれ，行政施策として早急に実現がはかられることを強くl川待する。
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教育病院群制庇楡村打合金委且名節

？ ｆ 氏 職

同立栃木病院災赤口 Ｉ１ｌｌ 

伊ｊ膜昭夫 国立高崎病院副院艮

出)ＩＬＸ夫 東京女ｆ医科大挙助数授

岡酷逝夫 嘆京医科歯科大学医学部教授

帝京大学医準部数授｡△ 
木ｉ１別三万

鈴木秋悦 慶応袈塾大学医学部識師

日野原llr明 理路加同際病院院災代理

吉岡昭正 順天堂大学医学部肋数授

教育病院群制度について

教育病院群構想の理解のために

１tj二会柵祉の充火は，現71【わが国が抱えている蛾跡匝喚な【i111題のひとつである。

高度経済成長の歪みが鮭正され、快適な環境のfljで他Ijl〔な生活を営むことができるようになる

こと，これは等しく[珂民の願いである。

この願いを実現するために必要とされる諸々の施策のｌｌｌでも､保健からリハビリテーションま

でを含めた包括的地域医疲の供給体制を全国的に鑑(iliすることは，雌も重要な施策のひとつであ

る。

すなわち，医淑橘哩の｝,t的質的変動に対応することのでぎる，十分な医療の場と医採従ﾘ｢将を

整備充実することが↑１Ｍ(l:強く壇まれている。

２従来のわが[Tilのlｸﾐ学牧fr，ことに臨床教育は，卒iiii，卒後共に大学附属病院に偏りすぎており、

しかも，その大学ⅢIujJIii院は卒前，卒後にわたって･１．分な'2M床経験を穣ませるという役削を果す

ことが困難な現状にあることは，すでにしばしば指摘さ｣してぎたところである。

また卒後の臨床研修については。臨床研修病院制度が英施さ』し徐々に成果をあげつつあるが，

近年，関係者においてより広い観点から種々論議がかわされてきたところである。

すなわち、昭和45年７ノ}，当時の厚生大臣が医師の教汀にIMI連して，医科大学の新地詮をすす

める一方，大学附IlII摘院を必要とせず．国公立病院を教育病院とする方式の確立が必要であると

述べたことによりこのｌｌｌ題は俄かに衆目を集めることとなった。

一方，大学教行の側からも、昭和44年８月の大学病院の鵬本問題に関する調査研究会（会焚英

甘義夫束大名侍教授)，および昭和46年12月の医科大学（医学部）設置調査会（議授JNUllｲl｣雄がん

研附屈病院氏）が，そ｣しぞ』し文部大臣あての鞭告を行ない，大学附屈病院と迎拙協力して学生の

教育にあたるrlRljlll牧fY病院」の制度を設け為べきであるとの捉慧を行なった。

また，こｵLらの鵬l了にＩ｢１１)i後して，昭和’１５年ｌ１ｊｊ，全ｌｌｉ１１ｉｉｌ立大学附属病院長会議の大学附lLIj病

院のあり方姿t｣会でもぽぽ同趣旨の見解が表明さ』している。

最近では，本年３）１，関連教育病院調壷研究会（座長懸田克躬順天堂大学長）第１次報告があ

るが，これは前述の各鞭告を受けて、関連歎育病院の共体化に関する諸問題について検討したも

のである。

３このように，従来診縦を主目的としていた地域の病院に医学教育機能を付与すべきであるとい

う考え方が多方面から起ってきているのであるが、そもそも，臨床教育の主目的は個々の臨床例

に接して適粧な診疲内容を決定する能力を養うことにあり，このためには．医師が診療を行なう

にあたって指導媛が助【i・を行ない，さらに症例検討会において診療内容が適切であるかどうか．
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熱心鞍討議が行なわれるというように，二'1t三値のオーデイットが行較』)れ，患者にとって鮫適

の診療が選ばれる体制が盤えられていることが必要である。

このよう'二縦備された第一線の医療の場において地域の仙康や疾病の笈態に応じて徴育が行な

わ』しるならIJfUl;学教育が充尖さ』しるのみ欣らず，それを皿じて地域医旅の雅備向上が即Lたされる

ことが十分)川待されるのである。

,Ｉこのような考え方に立って，われｵﾌｵL{よ．以下に述べる教育病院群制度を提案するものである。

すなわち，この楓度は，卒iiiの建床医学教育，卒後の臨床研修さらに'よ医師の生涯数行を含め

た臨床教行の塒として、大学附Iji病院のほかに地域の病院隊の教育機能を雅備充実しようとする

６のである。

先進諸外側においては．各々その歴史的経過は異なるとしても，病院が臨床教育の大きな役割

を行なう形が極めて－設的であり，しかもその効果'よ高く評価されている。もし，わが同におい

ても，すでに尤足している地域の病院における卒後の臨床研修制度の考え方を拡げ、独自の教育

１Iii院群制度を打ち１１Kてると-J~るならば，そ｣しは火学附hlWliil洸から地域の病院に医学教行を押し拡

げるという、ひとつの歴史の蛎換を産み出すことになるといってもよい。すなわち，医学教育を

新しい流れにのせることに放るわけである。したがって，その実現のためには，これに当る多く

の分野の人々の確固たる信念に坐づく、｝･分練られた施箙がすすめら#しることが不可欠の前提で

ある。

５教育病院群ﾙﾘ座の所期ｄ)ll的が達成さ‘!しるためには，次の猪条件が雛えら』しることが必要であ

る。

第１点は数行目標および方法の確立である。

目まぐるしく変動して行く社会のニードに対応し，めざましく進歩して行く医学を絶えず取り

込んで行ける睦師となるためには，卒前牧７丁と卒後教打の目標をどのように設定するか，今後さ

らに進むであろう専門分化への動きと，同時に進むであろう包括化に対するニードに隆師はどの

ように対応して行くのか，今後の医療体制の変化をふまえながら，この[]標が設定されてこそ、

数奇病院における教育の方法や内容を決定することが可能となり，またこれが歯止めになって，

一部で危恨を持たれているような教育のレベルダウンをlljjぐことも可能となるであろう。さらに，

雌も効果的な臨床実習の方法とその実習方法に十分フィートパック効果をもたらし得る評価力法

の確立，そしてこれらを円滑かつ効率的に進めて行くための教育責任体制のあり方を-1-分に考慮

せねばならない。

第２点'よ，側係省の理解と[鷺学教育に対する認識をいかに深めるかという点である。

すなわち，病院設樹者および管理者についていえば，本来診療を目的とする病院の役W11に教育

機能を付与することは，その伝統の少なかったわが国においては，両litに受入れがたいことは十

分予測されることである。教育機能を付加する二とによって得られる病院機能全体のレベルアッ

プについての`没ifl者，符理ffの十分な理解はもとより必典であるが，その理解を支える公けの施

箙が必要であることはもちろんである。

また，病院医師自身にも意識の転換が饗;}fされる。近年大学附憾病院においてすら，後飛医師

や学生の教育に対する医師の使命感の欠如が見られるが，後継者を育てることはすべての医師の

使命であり，よた教育に参ﾉⅡけることの懲茂を十分に､11解ﾌﾞｰろ必要がある。もちろんこのような

怠識の転換のみでなく，１ｹ5Miの教育への参ﾉﾉに対する評Ｉｌｉ１ｉとその実紙に対する適当な処辿を行な

うこともまた１１婆なことであろう。

さら'二，本柵ﾘ度を軌道にのせて進めるためには大学側の十分な理解が必質である。病院が大学

と関連する際にも､大学の病暁支配という意識を避けながら，しかも十分燕援助を傭しまない態

度が木制度典llilil2不可欠である。

第３点は．地域社会の合惣の問題である。
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地域の保仙，医療体#11の充実に対する地域社会のニードを十分反映するよう，地域の行政機Ijll，

灰ﾌﾞ脳日当巷の理解が深められることが不可欠である。

また。臨床教育においては，実際の患者の診療を皿しての学判が根本となるが，このために正

しい診療が１０)がめら』したり，患者にマイナスになるようなことは絶対に避けられなけ』しばならな

い。というよ}〕むしろ救脊病院における診刎(内容がより向上することから受ける思謝のメリット

が大遣いという状況が作られる必要がある。こうなってこそ，地域住民のこの制度に対する偏執

が{!)られることになるであろう。

筋４点はマンパワーのＩｌｌｊ題である。

病院医師の不足は本制度の大きな陸路であり，これを改善して行くための強ﾉ]な施箙が不可欠

であるが，iiiにその孜の充足のみ左らず，教frに対する卜分な熱怠と能力を持つ灰Miの確保が)［

典である。

また．行護姉その他の医療従Iji者についてもその充英が重視さ』しるべきである。

第５点は財政上の問題である。

先進国においては，［':学教育は卒後教育，２k漉教行を含めて，公的性の強いものとF1l解されて

おり，わが凶を例外とすべき理Iilはもとよりあり得ない。このことは，診旅報酬制度のもとに皿

営されている地域の捕院における教脊を巻雌する際に，改めて雌#2される必嬰があろう。

現在すでにI1Aiい診疲機能を持つ地域の病院の多く'よ、その診旅機能の維持，運営そのものが総

済的に困難になってきているが，これは，現在のわが１１１の診療報酬制度においては，その根底に

医学や医療の本質に対する配慮が乏しく，よりよい医撚とは相容れない部分が少<ないためと考

えられる。

また，臨床研修指定病院については霞床研修補助金が投入さ』しているが、これは，われわれの

期待する新しい臨床教行を実現すあという観点からみ』しば不十分であり，これらの状況のままで

，WjlKの教育をになうことはきわめてLkl難である。したがって，診jIM報酬体系の改善について努力
がはらわれなげｵLばならないが．この教育痛院群構想の実現のためには特に救育にかかわる経ilY

について公的な１１ｲ政措liHが行なわれるべきである。

６，１)れわれは，教育病|沈滞liI度の必要性と懲侭を深く鰡識し，以上のごとき加々の１１M題点を十分

にふまえながら，悪条件をできる限り排除し、また直ちに解決不可能なものは徐々に克服しなが

ら，この制度をすすめていくことが必要であるとの見地に立ち審議を重ねてきたが，ここに．避

本的な考え〃について以下のとおりまとめたものである。

教育病院蒲蔽想

ＩｈＭｉ魁の概要

この構想は，地域ごとに総合病院および特殊な病院をふくめた牧育病院群を設定し，有機的関

連を保ちながら，それぞれの病院に従来の診療機能に〃1]えて教育機能を附しjLするものである。

１憂学の目Ｉｊ１Ｍは国民の(IM1LI(を守る点にあるが,地域の似１１１;の実態の''１から医学の課題が兄出され，

かつ、医学の進歩が国民に還元されるためのシステムの一環として，教育病院群は位{趾づけられ

る。

地域の病院に地域の[魁旅をふまえた教育機能を附与することは，医療の1坊に教育マインドを了｝

て、それがすなわち医療水準の向上につながるものであろう。

他方，医学教育の立場からも従来の大学附凪病院のみでの卒前教育は，必ずしも十分ではない

との反省があり，教育IIii院群は，臨床教育の允実を日}{了す大学医学教育の内奔向上についての協

力の場ともなりうる。

したがって条件が合致する場合には，教育病院群の中のあるものは．大学と関連し11M連教育:病

院となることも適当である。
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このような教育病院群制度の６とに行な;!)jLる内容を具体的に述べれば，次のとおりである。

】卒lii1教行の充実

卒lii教育に関しての教行病院群の利点は，一つには，次に述べるように学Kkの臨床教育が大

学附肌病院では得られにくい面について行なわ』しるという点にある。

（１）膜1民の傷病にＨ１Ｉした}-分な富床教育が受けらｵしること

（２）忠櫛の背景と象ってし．，る社会的条件をとらえつつ診旅を行なう二とを学ぶこと
（３）診派各科の連挑および他の医疲従ﾘﾄﾞ調との連携のもとに陵療を行なうことを学ぶこと

（`l）大学附凪病院にDIIえて､地域の病院での経験を得ることにより臨床例が』鮒『になること

なお，現在医科大学（医学部）の急ｊＷとそれに伴う大学附llli病院の設遜がすすみつつあり，

このことは一時的には地域の病院から多数の医師，看護姉等が吸い上げられ，地域の医療の低

下をもたらすおそれも考えられるが地域病碗に働く教育能力のある春が教育にあたることによ

り，この経過的摩擦が綴和されることになろう。

しかしながら，こ』LにＩＨＩしては，医学教汗の経費節減のliM点から論議されることは決して許

されるべきでないことは勿論である。

２卒後数行の充実

（１）医師の蕊成にあたっては，卒直後の教汀が卒前と同,様に'1ｔ要な意味をもつことは護をまた

ない。

この卒i蘭後の数年lIllは，卒前教育をj,噂lMtとして，病院における実際の診ilIXにたずさわりつ

つ，将来独立して診旅を行なう能力を身につける時期にｲIl:'Ｉする。現在，ＩＪＩの施簸としては

２年Ｉｌｌ１の臨床研修指定病院における研修が行なわれているところであるが，世界の趨勢は，

はじめの２年程度のjUjl1Mで医療チームの一旦として活勅するに必要な雌低の技能を身につ

け，引き続く数年において独立診療が可能となる能力を修得するという方向にある。この時

ｌ01に十分な指導を受け研さんを職ｃ二とが，すぐれた臨床能力を持つ医師となるために１１１要

であり，また，医'ljtの進歩を吸収する意欲と能力を生涯のものとして身につけふことにつな

がるものである。

（２）とくにこの卒後の時期を教育病院群で行なうことの懲獲は，卒前教育についての利点とし

て挙げた諸点のほか，次の点にある。ひとつには，学位を【|】心に進められてきた従来の大学

附Iul病院での卒後研修に対して，教育病院群における卒後研修はすぐれた医派のにない手を

賑みⅡけための教育が行なわれることに特徴がある。

また，国民の保健と包括医療についての社会における正しい位価づけを行依うことがでざ

る洞察力を持つことを学ぶに適している。

この点については、ＷＨＯがヨーロッパの医学教育について「医学生の多くは，現行の教

行によって臨床診断と治療にかなりの能力を具えるようになるが，実社会における医療行為

に｝･分ilL傭がでさているとはいいがたい………」と愛噸していることを，わが国の実Wjに即

して考慮する必饗があろう。

(3)このような卒後数行を実現するためには，人的にも物的にも十分考慮された教育の場が用

意される必要があるが，卒後の蕗床教行は本来少人数教行たるべきものであって，そのため

の綴没は決して安価なものではあり得ない。

現在の臨床研修制度は、アメリカの10枚年前の水準にすら達していないとも見られ，われ

わ』Lの期待する卒後教育に比し格段の雄があるといわざるを,えない。その瞳味で教育病院群

のlifMIiによる卒後研修の充実が強く副まれるが，とくに医科大学の卒業生の急激な増加が予

想される現在，きわめて急を要することである。

しかもこのことは、医師の大学への典中．地域的嶋在という現在の問題点に対する－つの

緩和束となることも期待される。
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３生涯教育への貢献

診療にたずさわる医師は，医学の進歩を吸収し地域の佗民の医師に対する要求を絶えず把握

し，それに応え得る能力を求めら.lLるものであI)，生illiにわたる研さん，すな』)ち化涯牧行'よ

医師の当然のつとめである。

しかしながら、これは単に個人の努力にのみ待つべきものでなく、その努力をひき出しうる

環境識Miのための施箙も識ぜら』しるべきものである。

われわれは，生涯教育全体についての腱ﾖ』を明らかにするもので(よないが，この教育病院群

は，生涯教育について一つのTII典な場を提供することになろう。

たとえば，教育病院の医師も含めた地域の医師による症例検討会雰の臨床研究活動，医澗１１１

報の交換等の促進は，地域医旅の向上につながるものとなろう。

ｕ教育病院群の基準

所期の｛二｜的を達成するような数行病院議に求められる条件は，次のようなものである。

（１）すぐれた診療機能とすぐれた教育機能をあわせもつことが必饗である。

（２）教行病院の要件としては，没Mi，病床数，人員のみではなく，病院の管理，ｊｉｉｊ床の回転率涼

を含めた病院機能全体が問題となる。すなわち数麺的放要件にとどまることなく，質的にも，

医師の指導能力がiHiいことは当然要求されるが，そのほかにも指導医の教育へのlIV熱，病院内

の医派従`IＩ者の協ﾉﾉ態勢といった眼に見えない磯能もI1ii1吋べきである。こル〕により，ｉ１Ｗ

に切瑳琢膳を是とする雰囲気が箙し出さ』してくることが虹ましい。

（３）教育病院には，臨床教育を担当するにふさわしい資格を備えた指導医のほか，教育機能を果

たすために必要な数の医療従`1j樹が充足さ』していなければならない。

（４）教f1Miil塊は。鴎L|<iniの研究機能を'一分にllliえるものでなければならない。

（５）教育病院群については、臨床教育が常にIHI連科目を含めた広い視野のもとで行なわれるよう

にするための診療各科のそろった総合的な病院と,特徴ある診療科を中心とした高度の診療機

能を1Jした病院であることが必典である。総合的な病|流について坐ｊＩＩｌを示すと，別紙(1)のとお

りである。特殊な病院の基準および群の中の病院間の迎IjUについて【よ，なお検ｊｌを要する６の

である。

IⅡ教育病院群制度の迦用

（１）教ff病院群制度は，地域の灰淑の特'性をl(１１案しながら全同的に3脚Iliし，それぞ．Iしの地域の陵
療がこの教育病院の活用によりさらに向上できるシステムの一環とすることがのぞましい。

また，現在の箪床研修は，教育病院群が受けとめ，現在の指定病院については，その内容を

引き上げ，教育満院としての条件をととのえるよう雛llliすべきである。

（２）また，教育病院群の認定にあたっては，fltに｢基準」をみたしているということだけでなく，

数字にあらわせない部分も含めて，厚生省に{i品かれる適切な認定機関により，総合的に判llJiし

て行なうべきであり，また一つの群の範囲'よ，それぞ』Lの地域の卒前，卒後の臨床教育につい

ての機能の実態，牧脊機能充爽への要諦のM1合，地域内の各病院の特色などを総合的に勘案し
たうえで設定すべきものであろう。

さらに．教育病院群の実施にあたっては、教育の目標の設定，評価を年度ごと【二確実に行な

うことが必要であり，認定機関がこれを行なうこととする。

また，救育病院の述営等について目的に反した運営が行なわれた場合には、敬育病院のｲﾄ淀

を取り消す措腫等が必要であろう。

（３）この制度の進腱のためには，大学，病院はもとより、［YiI，自治体も積撞的にＩｌｉＩ度の蕊立Iこ努

めなけ`|しばならない。［TIIおよび｢1治体が卜分な援助をN化まないことがこの刺ノエを軌道にのせ

るための1K嬰な要獺である。‐J･なわち，病院の施設および設嚇の蕊Miならびにマンパワーの充

実に１Ｗしては，１１進月歩の医派の進歩を受けとめらiLる問水準の機能を常に維持向上できるよ
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う’一分助成すべきである。さらに，一般病院に教育のili任を付与することは現行のI珍療報酬楓

度のもとでは経費の面できわめて不都合であるので，教育にかかる不採算部分については十分

な措置を諏ｆべきである。

1Ｖ教育病院群と大学の関係

以上述べたように，教育ﾌﾞIij院群制度は地域の医療全体および医学教ｆＹ全体のri1でとりあげられ

るべきものであるが，とくに関連教育病院として卒前教行の協力の場となる場合には，地域医療

のにない手であることを第一義的目的とする地域の病院がその橇能をそこなうことなく教育に協

ブル，また，学生の受ける牧芳が質の商いものであるためには，さらに次の点について配慮され
ることが必哩である。

（１）関連教汗痛院は，まず地域の医療のにない手であるということが，卒前の臨床教了fを引き受
けるにあたっても，十分に理解されるべきである。

（２）卒前教7Fの股終責任は大学にあることおよび病院は協議で定められた随圏内において臨床教

育についてiii任を有するものであることの原則が確認ごｊＬなけjLばならない。このDji1IⅡのもと

に、両審がi11互の主体性を鞭'1Ｉしつつ，州に密接な連}ﾙを保つべきである。

このため，しかるべき協議機関を設肚し，定期的に協鍍を行なう体制が設けられるべきであ

る。

（３）大学とＩＭＩ迎教育病院のIHIの相互の人１１交流は，相互の辿繋，協力態勢を強力にする意味でl1r
婆である。

（４）外国の例では大学直軸の附脳病院を設けず，大学以外の者が迎営する高水準の病院を臨床教
育の場として活用している６の６あるが，わが国の現状から考えると，卒前の臨床教育は．大

学病院および関連教育病院で実施することが適当である。

（５）関連教7Fｿiij院でどのNM庇の数まで学’1{の臨床教育を引き受けるかについては，当核地域にお
ける教育病院群の整備状況韓を考慮し決定されるべきである。

（６）関連教行病院における卒前の葭床教汀の内容については，大学附胤病院における教育の単な
る量的補充と考えるのでなく,在来の大学では行なえないような教行がそこで行なわれること

より，全体として従来の水迦を上まわる臨床教育が期待されるものでなければならない。なお，
突習要領の一例を別紙(2)にかかげた。

（７）学生と身近に接詮する若い先輩医師がいることが，学生の教育上効果的であるので，関連教
育病院は，まず卒後教育を担当丁る病院であることが望ましい。

（８）指導医については，その臨床面における指灘能力は，大学における教授等と同等の評価を受
けるものであり，その称号等について，さらに検討する必要がある。

（９）教育病院において学生が実際に患者と接触する場合には。思考側に教育病院の趣旨が十分理
解されるようにすると同時に教育活動が思荷に与える影響についてとくに配慮することが必要
である。

（10実際に学｣kの臨床教fjfを行なう場合に必典となる経UYOk原則として大学側が負担すべきであ
る。

おオフリに

われわれＩよ’昭和47年５ノl以来20回に及ぶ会合を持ち教育病院群制度について検討を'１１【ねてき
た。

その間あらゆる観点から諭談が交わされたのであるが，それは主として本制度実現と発展のた

めの極々のｌｌｌ雑の排除がどの程度可能かについての認識をめぐるものであった。この制度が医療

の向上と医学教育の充実に役立つものであり，わが国医澱のためにその突現が必要であると理解
する点においては全員の意1,Lの一致をみているものである。

』ﾉれわれの+}i告を機としてIMI係者におか』して，十分な，ｈ'【厘的検討がjjⅡえられ，所jOIの目的に
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沿った教育病院群が実現さ』しることを強く期待するものである｡

座及赤倉一郎

出月康夫，伊藤昭夫，岡島道夫，鈴木秋悦，鈴木淳一，日野原lKIｿＬ吉岡昭正
（別紙I）教育病院の認定蝉|(』

総合的な病院の認定韮準

ｌ卒Iiiiおよび卒後の臨床散行を行なうにふさわしい.|~分な故と祁類の忠替をｲjする総合的な病院
であること｡

（１）-段病床の年間平均ﾄﾞﾘﾉ｢】病床数が3()0床以上であり，こｵしらが診療各科に適当に配分されてい

ること。

（２）診療科として次の各科または部門が独立していること･

内科，外科，小児科，皮間科，産婦人科、整形外iFI，耳鼻咽喉科．眼科，泌尿器科，放射線科，
１W神科，麻酔科（麻酔部''１１であってもよい｡）

（３）救急部門を腿いていること。

２診振のための施設および,没Miの整っていること，ならびにこれらについて臨床教帝を行なうた

めの配噸がされていること。

（１）各診療料の設備およびllI央診療施設が整備され、診療機能が高いこと。

（２）組識的な病歴管理が行なわれていること（中央病歴祷理室の設砥が瓢ましい｡)・定期的な症

例検討会等が行なわれていること，剖検率が闘いこと（剖検数50体，剖検率30％以上であるこ

とが望ましい｡）等診振JWmの過程を通じて診療機能を高める基礎がととのっていること.

（３）カンファレンスルームがあり，病棟，検戎寵等で牧fYを行なうに足る｣坊所がととのっている

こと。

（４）病院の管理迦営が適正に行なわれていること。

３ｉｌＭｍ診療を行なうに必蝿な医師およびその他の縦LLが確保されているだけでなく・臨床教育

を行なう能力と熱意をもっていること。

（１）診療各科に一定の資格を灯する指導医がいること｡

（２）病理解剖および検了f部Ｉｊｌｊを担当する医師がいること。

４１１W庇の診療と教育をささえる研究に必要な施投と,没(IWiがととのってい弱こと｡

（１）図iI;館，研究室等研究に必要な施設，識llliがととのっていること。

（２）研究に必要な経Ｚｆが措liltさ』していること。

（３）研究業績の報告が行なわれていること。

５１４体的に卒前および卒後の臨床教育を行なう場合には，次の措置がとらｵLなければならない。

（１）少人飲教育に必要な躍師，その他の医療従ﾘﾄﾞ荷およびその事務を担当する専任の事務職員等

を脳かなければならないこと。

（２）卒前および卒後の臨床教育にあたる指導f〔任背を定めるほか，教符の;|,iIFi，評価をする組織

を,没I(Tし，臨床教育が_Uした力針で行なわれる体iljllをととのえること。
（３）教育のための視聴覚股llIli涼，必要なlWi品を!}鮒|けること。

（４）徹舎，控室，ロッカー蝉を鍵1Miすること。

（５）その他教育のために必喫な経費を措置すること。

（別紙２）関連教育病院Iこおける実習要領

Iオリエンテーション

（１）病院の機織および機能

（２）臨床災習の方針

（３）臨床実習スケジュール・〃法

（４）Ｈ{【価ﾉﾌﾞ法
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（５）臨床実稗に対する心柵え，災習の限界藤の説明，指導

２喪習内容

（１）問診，理学検径の習得〔鵬礎実習（臨床入門実習）’二よってすでに11｝た基本的技能を発展さ

せ，十分な１W↑[｝状態に達する｡〕

（２）臨床検ｉｆ（4：化学的，物Jql学的，生物,､鈍り，放射線学的、病理学的その他）の！;Iiiiliとその主

たるものの実施または見学

（３）診断に必甥厳論ｉｉｌｆ報の解釈と診断論理の実習

（１）治療方針の決定と治療効!{Lの判定に基づく診断または精療方針の修正

（５）主たる論ｊｊＷｊ法（薬物jlI(法，食1i旅iﾉﾐ，】２術療法，特殊旅法）の兇ﾂと，学習

（６）正しい病M鋪B11iliの訓隷

（７）患者の苦揃に対する理解，適切な患嵩の取扱い，思打および家族への説明，療養指i､（

（８）救急患者診療の実習

（９）致死凪fi鯵旅の実習，剖検嬰領，剖検の1,,1学

００）リハビリテーション要領の実習

（ＩＤ診療に必嬰鞍文献検索方法の実習

（121病院の機|ルと機能の理解，医師以外の医療従事者とのチームワークに対する理解

（１３）疾病と保仙における側と卜I:会との関係，１，ii院の地域暖流における役W11に対する理解

３実習方法

（１）実際の診/jｉｆの鍔で指導lｸﾞﾐのもとに直接忠昔に接して行厳う実習が臨床実習の最も本尚的な部

分である。,診療料の.性格，実習の性格によって、外ｵﾐ数忽部門または＃輔11が適宜ｉ１Ｉいられる。

（２）教育回診：問診，理学検温臨床検ｆｆ成紙の解釈，，惨lVfの思考論理、治療方法の選択淳に関

するチェックおよび討縦を通しての学１Ｗ

（３）臨床カンファレンス：Ali者の診療（例えば診断決定，袷療決定，手術適応その他）に対する

詰議を通しての学習

（,！）スモールグループレクチャー：垂要り｢JHについて純時行竃われる。

（５）その他ｿ,V鵬本来の研究的会合（例：臨床病理検討会，CPC、セミナー，UjlI1的ｲj輔liM診等）

に随時参Ⅲける。

ｌ評価方法

（１）一定のチェックリストに評価を記入する方法，［l鱒試験によって`榊町する方法，１１常の観察

によって【ｻﾄﾞ価する方法瀞rln々の方法の|ﾉﾘから選択さ`ｌした〃法で行なわ'ｌしる。

（２）関連教fjr1iii院|こおけるこの評価は、大学における雌終誹価になんらかの形で加えられる。

以上{よ、閲迎数行病院における臨床実課轆領の一例であって，実際には大学と病院との協議によ

って．諏々異なる形式のものも獲施きれるであろう口

４２国立学校設超法等の一部を改正する法律案（内閣提出第50号）要旨

趣旨説明ｕ８．３．２９文部大臣）衆院本会議

同立学佼投i't法の￣都政ｊＥ

］旭川医科大学を談ifiし，’'１形大学及び蝿授大学に朧学部を瞬くこと。

２埼玉大学及び滋賀大学に大学院を慨くこと。

３束北大学Iこ卓北大学医派技術短期大学部を併設すること．

`Ｉ東京医科iwi科大学に雛汁i疾患研究所缶，名占屋大,､樅に水[判科学lUf究所をそれぞlLlllni'けると

ともに、千嘘大学の腐敗研究所の名称を'捌勿活性研究所に改めること○
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５国立久理浜養護学校を設磁すること。

６同立大学共同利用機関として，国立徴地研究所を識|ｉｆすること。

１１学校教育法の一部改正

１大学に、当該大学の教育研究土の目的を迷成するため有益かつ適切である場合においては、

学部以外の教育研究上の基本となる組織を価くことがで善ること。

２医学又は歯学の学部において医学又はlMi学を履修する''1程について'よ，専lIUの,瓢程とこ』Lに

進学するためのｉＭｉｌｉｌとに分けないことがでざること。

３大学に副学長をifくことができることとし，副学長は学長の職務を助けるものとすること。

４１に伴い，所要の改正を行なうこと。

111国立学校設置法の一部改正（筑波大学関係）

１筑波大学を設lH-j-ること。

２筑波大学に大学院を履くこと。

３筑波大学に学部以外の教育研究上の離水となる組織として学群及び学系をirt〈こと。

４筑波大学に第１半群，第２学朧第３学朧医学IItl1U学群，体行(V門学群及び芸術専門,雅群

を画き，第１半群，第２学群及び第３学群に，文部省令で定めるところによりそれぞｵL数個の

学類を艇くこと。

５筑波大学の学系のiWi類その他必饗な即｢項は，文部\T令で定めること。

６筑波大学に参与会，評議会及び人事委し-1会をHfき，そｊＬらの組織及び権限等について定める

こと。

７筑波大学の設樅に伴う東京教育大学の取扱いについて定めること。

1Ｖ教育公務且特例法の一部改正

１副学｣亀の任免等について定めること。

２協議会を廃止し，協議会の樅限を評議会の権限とすること。

３筑波大学の教瓜の任用等について所要の特例を定めること。

Ｖ附Ｉｌｌｌ

ｌ学校教育法の一部改正及び教育公務貝特例法の一部改正は昭和48年10月１口から施行するこ

ととし、国立学校投'１１法の一部改正中筑波大学については，第１学群，医学ｴﾘInj学群及び体YＹ

１W[１１１学聯の設肚に係る部分は１１({和48年10ｊＩｌｌｌ，第２,雅群，芸術しり''１'職群及び大学院の没Wiに

係る部分は昭和50年４月１｢１，第３学群の【没１mに係る部分は昭和52年４月１日，東京教育大学

の廃止に係る部分は昭和53年４月１日から，それぞれ施行すること。

２東京教育大学にⅢける経過拾IiYを定めること。

３筑波大学の談IiUf当初の学艮輔のtE命について定めること。

４関係法律の規定を整備すること。

なお，本案は，昭和'１８年３月28日内閣修正が行なわれた。その要旨は次のとおりである。

ｌこの法111の施行)UI11を「昭和48年４月ｌ［1Ｊから「公ｲliの|｣」に改めるとともに，これに伴い

在学年数の計算について必要な経過措置を識ずること。

２この法律第1条の規定の施行の日の前日に国立科学博物館の内部組織としておかれていた極地

研究センターは，昭和48年４ノｊ１日から国立極地研究所であったものとみなし，これに係る『(猫

の負担又は支出で，この法律第１条の規定の施行の日のIil1FIまでに一般会計の昭和`18年度の}多塊

に基づいてしたものは国立学校特別会計の同年度の予算に雑づいてしたものとみなす等の措(趾を

識ずること同
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